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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第11期
第１四半期
連結累計期間

第12期
第１四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日

自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日

自　平成28年７月１日
至　平成29年６月30日

営業収益 (千円) 1,152,800 2,149,721 5,269,043

経常利益 (千円) 139,958 132,963 409,123

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純利益

(千円) 85,817 81,774 242,035

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 83,257 24,331 419,257

純資産額 (千円) 1,227,739 1,524,234 1,566,375

総資産額 (千円) 2,442,722 4,885,004 3,685,909

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 38.02 36.09 107.08

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 37.82 36.02 106.72

自己資本比率 (％) 49.3 30.7 41.9
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　　　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

　(１)業績の状況

当社グループをとりまく経営環境につきまして、官公庁「宿泊旅行統計調査報告」によりますと、平成28年度の

国内旅行者数は、４億9,249万人泊で前年比97.7%、うち日本人述べ宿泊者数が４億2,310万人泊（前年比96.5%）、

外国人述べ宿泊者数が6,939万人泊（前年比105.8%）となっており、外国人の国内旅行者数が増加傾向にあります。

また、日本政府観光局（JNTO）の報道発表によりますと、平成28年度に日本を訪れた訪日外国人数は、過去最高の

前年度を430万人余り上回り2,403万人（前年比121.8%）にまで達しております。

 また、スマートフォンの増加やタブレット端末等のモバイルインターネットの領域が継続的に拡大を続け、その存

在感をますます高めております。

このような事業環境のもと、当社グループは「Global OTA」企業として、航空券サイト「Skyticket」のサービス

の拡充や他社との業務提携等により、事業の拡大に努めてまいりました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の営業収益は2,149,721千円（前年同期比86.5%増）、営業利益は135,541

千円（前年同期比4.2%減）、経常利益は132,963千円（前年同期比5.0%減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

81,774千円（前年同期比4.7%減）となりました。

　各セグメントの業績は次のとおりであります。

 
（オンライン事業）

　オンライン事業につきましては、航空券サイト「Skyticket」において、IATA公認代理店資格の取得、バニラエア

株式会社との業務提携、多通貨決済の開始、フェリー予約サービスの開始等、サービスの拡充に努めました。

　また、平成28年５月から提供を開始したスマートフォンアプリ版に関しても当第１四半期連結累計期間中に通算

400万ダウンロードを突破し、現在もその数を伸ばしております。

　このような状況から取扱高や申込件数に関しましても、過去最高数値を更新する等、順調に推移しており、更に

この成長を加速させるべく広告宣伝費の積極的な投資を行いました。

　以上の結果、当セグメントの営業収益は2,149,721千円（前年同期比86.5%増）、セグメント利益は138,075千円

（前年同期比4.0%減）となりました。

 
（投資事業）

　投資事業につきましては、当第１四半期連結累計期間中に新たに旅行情報の提供及び旅行送客サービスをイン

ターネット上で提供しているトラベルブック株式会社の株式を取得いたしました。

　一方で当第１四半期連結累計期間中に保有営業投資有価証券の売却等のエグジットが発生しなかったことから、

当セグメントのセグメント損失は2,534千円（前年同期のセグメント損失は2,377千円）となりました。

 
（２）財政状態の分析

（資産）

当第１四半期連結会計期間末の総資産は4,885,004千円（前連結会計年度末比1,199,095千円増加）となりまし

た。これは主に、現金及び預金624,319千円、売掛金306,981千円、営業投資有価証券99,367千円、敷金及び保証金

45,255千円がそれぞれ増加したことによるものです。
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（負債）

当第１四半期連結会計期間末の負債総額は3,360,769千円（前連結会計年度末比1,241,235千円増加）となりまし

た。これは主に、買掛金459,285千円、短期借入金400,117千円、長期借入金268,089千円、未払金115,797千円がそ

れぞれ増加したことによるものです。

 

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末の純資産は1,524,234千円（前連結会計年度末比42,140千円減少）となりました。こ

れは主に、その他有価証券評価差額金が56,686千円減少し、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上及び前事業

年度に係る期末配当の決議に伴って利益剰余金が13,802千円増加したことによるものです。

 
(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(４)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,000,000

計 6,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,265,900 2,265,900
東京証券取引所
(マザーズ)

完全議決権株式であり、
株主としての権利内容に
何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であ
ります。
また、単元株式数は100
株となっております。

計 2,265,900 2,265,900 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　当第1四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第４回新株予約権

決議年月日 平成29年８月14日

新株予約権の数（個） 1,500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 150,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 10,080（注）２

新株予約権の行使期間
自　平成30年10月１日
至　平成36年８月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　  10,090　　
資本組入価格 5,045
（注）３

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得に
ついては、当社取締役会の決議に
よる承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５
 

 

(注) １．本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株

とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下

同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整

の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
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また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの

場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるもの

とする。
　

２．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調

整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（または併合）の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株

式の移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。
 

    
既発行
株式数

＋

新規発行
株式数

×
１株あたり
払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×

新株発行前の１株あたりの
時価

既存発行株式数　＋　新規発行株式数
 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他

これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調

整を行うことができるものとする。
 

３．増加する資本金及び資本準備金に関する事項は次のとおりであります。

(1) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。

(2) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から、上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。
 

４．新株予約権の行使に係る行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権者は、当社の平成30年６月期から平成34年６月期までのいずれかの事業年度における営業利益

が、下記(a)または(b)に掲げる水準を満たしている場合に限り、各新株予約権者に割当てられた本新株予

約権のうち、当該各号に掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を限度として、達成した

年度の有価証券報告書の提出日の翌月１日から行使することができる。

（a）営業利益が1,000百万円を超過した場合：行使可能割合　 50％

（b）営業利益が1,500百万円を超過した場合：行使可能割合　100％

なお、上記における営業利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される連結損益計算書（連

結損益計算書を作成していない場合、損益計算書）における営業利益を参照するものとし、国際財務報告

基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役

会で定めるものとする。また、行使可能割合の計算において、各新株予約権者の行使可能な本新株予約権

の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

(2) 新株予約権者は、権利行使時においては、当社または当社子会社の取締役及び監査役、または従業員であ

ることを要しないものとする。ただし、新株予約権者が解任または懲戒解雇等により退職するなど、本新

株予約権を保有することが適切でないと取締役会が判断した場合には、本新株予約権を行使できないもの

とする。

(3) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(4) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(5) 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
　

５．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。
 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数
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組織再編行為の条件を勘案のうえ、前記（注）１．に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

前記（注）２．で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、（注）５．(3)に従って決

定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

前記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうち、いず

れか遅い日から、前記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１頃

の定めに従い算出される資本金等増加限度額の２分の１に相当する金額とし、計算の結果１円未満の端数

を生ずる場合その端数を切り上げる。資本金等増加限度額から資本金増加分を減じた額は、資本準備金に

組み入れるものとする。

(7) 新株予約権の行使の条件

前記（注）４.に準じて決定する。

(8) 新株予約権の取得事由及び取得条件

①当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、

または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の

承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来

をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

②新株予約権者が権利行使をする前に、前記（注）４．に定める規定により本新株予約権の行使ができなく

なった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

(9) 新株予約権の譲渡制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(10) 新株予約権の行使により発生する端数の切捨ての定め

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合は、これを切り

捨てる。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年９月30日 ― 2,265,900 ― 557,180 ― 492,188
 

　　　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　　　100 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式2,264,400 22,644
「１（１）②発行済株式」の「内
容」の記載を参照

単元未満株式 普通株式　　1,400 ― ―

発行済株式総数 2,265,900 ― ―

総株主の議決権 ― 22,644 ―
 

(注) １．当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成29年６月30日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式64株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

　平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
株式会社アドベンチャー

東京都渋谷区恵比寿
４-20-３ 　恵 比 寿
ガーデンプレイスタ
ワー24Ｆ

100 ― 100 0.00

計 ― 100 ― 100 0.00
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年７月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、監査法人アヴァンティアによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 625,388 1,249,708

  売掛金 1,440,968 1,747,950

  営業投資有価証券 310,400 409,767

  商品 141,288 80,704

  前渡金 152,456 276,193

  その他 141,625 189,632

  流動資産合計 2,812,127 3,953,956

 固定資産   

  有形固定資産 19,385 19,931

  無形固定資産   

   のれん 73,274 66,613

   ソフトウエア 79,237 253,884

   ソフトウエア仮勘定 225,383 74,060

   無形固定資産合計 377,896 394,558

  投資その他の資産   

   投資有価証券 88,033 88,033

   敷金及び保証金 345,560 390,816

   繰延税金資産 26,917 22,992

   その他 35,933 34,659

   貸倒引当金 △19,943 △19,943

   投資その他の資産合計 476,501 516,557

  固定資産合計 873,782 931,048

 資産合計 3,685,909 4,885,004

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 887,936 1,347,222

  短期借入金 21,023 421,140

  1年内返済予定の長期借入金 125,441 205,733

  未払金 649,682 765,479

  未払法人税等 120,590 52,041

  繰延税金負債 70,613 46,293

  前受金 103,933 164,671

  その他 82,326 112,404

  流動負債合計 2,061,547 3,114,985

 固定負債   

  長期借入金 51,987 239,784

  その他 6,000 6,000

  固定負債合計 57,987 245,784

 負債合計 2,119,534 3,360,769

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 557,180 557,180

  資本剰余金 492,188 492,188

  利益剰余金 328,163 341,965

  自己株式 △1,257 △1,257

  株主資本合計 1,376,274 1,390,076

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 173,495 116,808
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  為替換算調整勘定 △6,448 △6,007

  その他の包括利益累計額合計 167,047 110,801

 新株予約権 95 1,595

 非支配株主持分 22,958 21,761

 純資産合計 1,566,375 1,524,234

負債純資産合計 3,685,909 4,885,004
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年７月１日
　至 平成28年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年７月１日
　至 平成29年９月30日)

営業収益 1,152,800 2,149,721

営業費用 1,011,336 2,014,179

営業利益 141,463 135,541

営業外収益   

 受取利息 4 4

 その他 11 216

 営業外収益合計 16 220

営業外費用   

 支払利息 1,354 2,632

 その他 166 166

 営業外費用合計 1,521 2,798

経常利益 139,958 132,963

税金等調整前四半期純利益 139,958 132,963

法人税、住民税及び事業税 52,459 48,349

法人税等調整額 2,890 4,037

法人税等合計 55,350 52,387

四半期純利益 84,607 80,576

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △1,210 △1,197

親会社株主に帰属する四半期純利益 85,817 81,774
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年７月１日
　至 平成28年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年７月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益 84,607 80,576

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 - △56,686

 為替換算調整勘定 △1,350 441

 その他の包括利益合計 △1,350 △56,245

四半期包括利益 83,257 24,331

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 84,467 25,528

 非支配株主に係る四半期包括利益 △1,210 △1,197
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【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)およびのれん償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日)

減価償却費 6,169千円 15,819千円

のれん償却額 6,661千円 6,661千円
 

　

EDINET提出書類

株式会社アドベンチャー(E31036)

四半期報告書

14/20



 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月26日

定時株主総会
普通株式 49,633 22.00 平成28年６月30日 平成28年９月27日 利益剰余金

 

 
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

　　　末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

　３．株主資本の著しい変動

　　該当事項はありません。

 
　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年７月１日　至　平成29年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年９月26日

定時株主総会
普通株式 67,972 30.00 平成29年６月30日 平成29年９月27日 利益剰余金

 

 
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

　　　末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

　３．株主資本の著しい変動

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

調整額 合計オンライン
事業

投資事業 計

営業収益      

外部顧客への営業収益 1,152,800 ― 1,152,800 ― 1,152,800

セグメント間の内部営業収益又は振替
高

― ― ― ― ―

計 1,152,800 ― 1,152,800 ― 1,152,800

セグメント利益又は損失（△） 143,840 △2,377 141,463 ― 141,463
 

（注）セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内訳（差異調整に関する事項）

　　該当事項はありません。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

 該当事項はありません。

　

(のれんの金額の重要な変動)

 該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成29年７月１日　至　平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

調整額 合計オンライン
事業

投資事業 計

営業収益      

外部顧客への営業収益 2,149,721 ― 2,149,721 ― 2,149,721

セグメント間の内部営業収益又は振替
高

― ― ― ― ―

計 2,149,721 ― 2,149,721 ― 2,149,721

セグメント利益又は損失（△） 138,075 △2,534 135,541 ― 135,541
 

（注）セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内訳（差異調整に関する事項）

　　該当事項はありません。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

 該当事項はありません。

　

(のれんの金額の重要な変動)

 該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 38円02銭 36円09銭

   (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 85,817 81,774

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
金額(千円)

85,817 81,774

   普通株式の期中平均株式数(株) 2,257,424 2,265,736

(2) 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額 37円82銭 36円02銭

   (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額調整額(千
円)

― ―

　　普通株式増加数（株） 11,469 4,577

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成29年11月10日

株式会社　アドベンチャー

取締役会  御中

　

監査法人アヴァンティア
 

　

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   小笠原　　　直 　　 印

 

　

代表社員
業務執行社員

 公認会計士   木　村　直　人  　　 印
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アドベ

ンチャーの平成29年７月１日から平成30年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年７月１日

から平成29年９月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年７月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アドベンチャー及び連結子会社の平成29年９月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が四半期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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